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１．カーボンニュートラル２０５０（CN2050)を実現するために
① CN2050 実現イメージ
② 熱エネルギーが利用される温度帯と主な供給方法
③ 地中熱は再エネ熱の熱供給用途に対応
④ 再エネ熱・未利用熱の種類と利用法
⑤ 再生可能エネルギー情報システム REPOS
⑥ 任意評定ガイドライン

https://www.kenken.go.jp/becc/
http://www.hyoukakyoukai.or.jp/nini_hyoutei/pdf/202002-2-02-001.pdf
https://www.kenken.go.jp/becc/documents/building/Manual/webprov3_manual_20210401.pdf
http://www.renewable-energypotential.env.go.jp/RenewableEnergy/

２．省エネルギー基準の適合義務化
① WEBプログラムの開発
② クローズドループ
③ オープンループ

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ2050（CN２０５０)における
地下水循環型地中採放熱システム工法 Heat-Gw-Power 技術の位置づけ



ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ2050(以下CN2050)とは

日本のCO2排出量(2050)

実質排出量 0

※ 実質とは、CO2残余排出量と
CO2回収量との相殺を意味す

る

(電力部門)

経産省（エネルギー基本計画など）
国交省（省エネ対策のあり方など）
環境省（国地方脱炭素実現会議など）



電源構成の変遷
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(出所)
資源ｴﾈ庁基本政策分科会(33回)資料から作成
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第2図

「CCUS」は、「Carbon dioxide Capture, Utilization and 
Storage」の略で、分離・貯留したCO2を利用



再エネ熱は熱需要で活用

民生・産業部門でのCN達成における課題
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(出所) 資源ｴﾈ庁総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会
小委員会(6回)配布資料から作成

(出典) 2013年度ｴﾈﾙｷﾞｰ需給実績より

民生・産業部門のｴﾈ消費
熱供給用が56～57%強

給湯・冷暖房向け熱供給
化石燃料が82%

転換ﾛｽ（電気⇒熱）無い
再ｴﾈ熱の直接利用

産業部門の熱需要は
比較的低温域が多い

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換はﾛｽ大



低温域(産業/民生用)で
化石燃料から再ｴﾈ熱へのｼﾌﾄによりCO2削減

太陽熱
地中熱
未利用熱

ﾊﾞｲｵﾏｽ

ﾊﾞｲｵﾏｽ

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
電熱線ﾋｰﾀｰ

電気炉
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

(～140℃)

ﾎﾞｲﾗｰ
ｺｼﾞｪﾈ

燃焼炉
ﾎﾞｲﾗｰ
ｺｼﾞｪﾈ

燃焼炉(高炉等)
ｺｼﾞｪﾈ

(～500℃)

熱ｴﾈﾙｷﾞｰが利用される温度帯と主な供給方法

電気炉

再ｴﾈ熱
利用促進

(出所) 資源ｴﾈ庁基本政策分科会25回配布資料から作成



CN2050達成に向けたイメージ

回収CO2との相殺処理
(実質0へ)

ｾﾞﾛｴﾐ電気(再ｴﾈ電気、原子力等)の拡大
CN燃料(水素、ｱﾝﾓﾆｱ、代替都市ｶﾞｽ)への転換
熱需要での再ｴﾈ熱の有効活用

廃熱回収等の省エネﾌﾟﾛｾｽの拡大
省エネ機器(ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ機器、LED照明)の拡充
建築物の省エネ化(ZEB, ZEH)の拡大
輸送機関の省燃費化

(出所) 資源ｴﾈ庁基本政策分科会36回配布資料から作成

(CO2発生源)



CN2050達成に向けた削減目標と削減方策

残存
CO2

残存
CO2

相殺

再ｴﾈの熱利用
熱のカスケード利用

(出所) 資源ｴﾈ庁基本政策分科会33回配布資料から作成

地中熱を含む未利用熱は民生・産業部門の脱炭素化に寄与



家庭・業務部門でのCO2削減のための方策

＊燃焼系機器から電化機器へ転換

ｴﾈﾙｷﾞｰ
消費用途

CN化対応機器

給湯 ｶﾞｽ給湯機器 ⇒ ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ給湯
⇒ 燃料電池ｺｼﾞｪﾈ給湯

脱炭素化・省エネ・電化
水素化

暖房 燃焼暖房機器 ⇒ 電気ｽﾄｰﾌﾞ
⇒ ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ暖房

脱炭素化・電化
脱炭素化・省エネ・電化

冷房 ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ冷房 脱炭素化・省エネ・電化

炊事 ｶﾞｽ調理機器 ⇒ IH調理機器 脱炭素化・電化

照明 LED照明 省エネ

＊熱(再ｴﾈ熱)は熱で
再ｴﾈ熱をｴﾈﾙｷﾞｰ変換せず熱供給に直接活用

太陽熱温水器
パッシブ空調

地中熱・未利用熱は、ヒートポンプの熱源水として活用



熱需要用機器のCOP 2018 2030 2050

暖房 燃焼機器 0.95 0.95 0.95

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ暖房機器 2.5(3.
7)

3.0(4.
5)

3.5(5.2
)

冷房 空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ冷房機器 4.0(6.
0)

4.5(6.
7)

5.0(7.5
)

給湯 燃焼機器 0.85 0.90 0.95

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ給湯機器 3.0(4.
5)

4.0(6.
0)

5.0(7.5
)

調理 燃焼機器 0.50 0.55 0.55

IH調理機器 0.80 0.80 0.80

家庭・業務部門の省ｴﾈの鍵はﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟの活用

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 水冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

空気熱利用 気化熱利用 未利用熱利用 地中熱利用
ｵｰﾌﾟﾝﾙｰﾌ方式 ｸﾛｰｽﾞﾄﾞﾙｰﾌ方式

冷媒温度》気温
〈熱ロス大〉 〈熱ロス小〉 〈熱ロス小〉 〈熱ロス小〉 〈熱ロス小〉

空気の比熱小
〈熱交効率低〉

気化熱大
〈熱交効率高〉

水の比熱大
〈熱交効率高〉

水の比熱大
〈熱交効率高〉

地中の比熱中
〈熱交効率中〉

〈ｲﾆｼｬﾙ・ｺｽﾄ小〉 〈ｲﾆｼｬﾙ・ｺｽﾄ小〉 〈ｲﾆｼｬﾙ・ｺｽﾄ小〉
井水設備必要

〈ｲﾆｼｬﾙ・ｺｽﾄ中〉
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ費大

〈ｲﾆｼｬﾙ・ｺｽﾄ大〉

〈ﾗﾝﾆﾝｸﾞ･ｺｽﾄ小〉
水質管理費大
〈ﾗﾝﾆﾝｸﾞ･ｺｽﾄ大〉 〈ﾗﾝﾆﾝｸﾞ･ｺｽﾄ小〉 〈ﾗﾝﾆﾝｸﾞ･ｺｽﾄ小〉 〈ﾗﾝﾆﾝｸﾞ･ｺｽﾄ小〉

ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ現象
〈環境負荷大〉 〈環境負荷小〉 〈環境負荷小〉 〈環境負荷小〉 〈環境負荷小〉

〈設置の自由度大〉 〈設置の自由度大〉
熱源水が必要

〈設置場所制約〉
井水が必要

〈設置場所制約〉 〈設置の自由度大〉

※ 水冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟは、
熱ﾛｽ・熱効率で空冷
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟに勝るが、
設置場所の制約がﾈｯｸ

燃焼機器からﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟへの転換で
熱需要用のｴﾈﾙｷﾞｰ消費は半減以下

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟから水冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟへ
COP1.5倍でｴﾈﾙｷﾞｰ消費は更に低減

再エネ熱(地中熱・未利用熱)は
水由来の熱媒体

再ｴﾈ熱利用は水冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟが最適
熱のｶｽｹｰﾄﾞ利用も可能

( )内は水冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟのCOP



CN2050達成に向けた削減目標と削減方策

地下水循環型地中採放熱システム工法 Heat-Gw-Power 、未利用熱技術利用による再ｴﾈ熱・未利用熱の利用
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利用方法

分類 名称 冷熱 温熱

利用熱媒 利用熱媒

再生可能
ｴﾈﾙｷﾞｰ熱

高温
太陽熱

吸収式冷凍機の
熱源として利用

蒸気・温水
直接利用

蒸気・温水

ﾊﾞｲｵﾏｽ熱 蒸気・温水 蒸気・温水

温泉熱・地熱 蒸気・温水 蒸気・温水

低温 雪氷熱 直接利用 冷水 ― ―

温度差
海水

冷凍機の冷却水
として利用

冷却水 ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟの熱源
水として利用

熱源水
河川水

地下水(井水)

工業用水・農業用水

下水

地中熱

未利用熱
(排熱等)

高温
清掃工場廃熱

吸収式冷凍機の
熱源として利用

蒸気
直接利用

蒸気

下水汚泥焼却場排熱 蒸気 蒸気

工場廃熱(高温) 蒸気 蒸気

火力発電所排熱 蒸気・温水 蒸気・温水

低温
変電所・地下ｹｰﾌﾞﾙ排熱

― ― ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟの熱源
水として利用

熱源水
地下鉄排熱

工場廃熱(低温) 冷却水

LNG冷熱 直接利用 冷気 ― ―

(出典) (一社)都市環境ｴﾈﾙｷﾞｰ協会「地域冷暖房技術手引書」から作成

再ｴﾈ熱・未利用熱の種類と利用法

工場の排熱利用では、熱のｶｽｹｰﾄﾞ利用も可能



再エネ熱 熱源温度 主な用途 主要設備 導入施設

ﾊﾞｲｵﾏｽ熱* 60～400℃超
（ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗｰ）

産業用
暖房、給湯
（冷暖房）

ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗｰ
蓄熱槽
吸収式冷温水機

製造業
農業
生活関連ｻｰﾋﾞｽ・娯楽業
医療・福祉
宿泊・飲食ｻｰﾋﾞｽ業

太陽熱
30～90℃
（太陽熱集熱器）

給湯、暖房
（冷暖房）

太陽熱集熱器
蓄熱槽
吸収式冷温水機

福祉施設
事業用施設
医療施設
教育施設
事業者住居

地中熱
10～20℃
（地温・地下水温度）

冷暖房
（給湯）
融雪

地中熱ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
地中熱交換器（ｸﾛｰｽﾞﾄﾞ方式）
揚水井・還元井（ｵｰﾌﾟﾝ方式）

事務所
庁舎等
店舗
学校
道路融雪

備考
（ ）は相対的
に少ない

戸建住宅は共通

バイオマス熱* ：ここで扱うバイオマスは木質バイオマス

地中熱は再ｴﾈ熱の熱供給用途に対応

地中熱を含む未利用熱は、再ｴﾈ熱の熱供給用途でCN2050に貢献

地下水循環型地中採放熱システム工法 Heat-Gw-Power、未利用熱技術利用に
よる再ｴﾈ熱・未利用熱の利用が増えると推定されるし、期待され、カーボンニュー
トラル２０５０（CN２０５０）を実現するための重要な技術である。









１．カーボンニュートラル２０５０（CN2050)を実現するために
① CN2050 実現イメージ
② 熱エネルギーが利用される温度帯と主な供給方法
③ 地中熱は再エネ熱の熱供給用途に対応
④ 再エネ熱・未利用熱の種類と利用法
⑤ 再生可能エネルギー情報システム REPOS
⑥ 任意評定ガイドライン

https://www.kenken.go.jp/becc/
http://www.hyoukakyoukai.or.jp/nini_hyoutei/pdf/202002-2-02-001.pdf
https://www.kenken.go.jp/becc/documents/building/Manual/webprov3_manual_20210401.pdf
http://www.renewable-energypotential.env.go.jp/RenewableEnergy/

２．省エネルギー基準の適合義務化
① WEBプログラムの開発
② クローズドループ
③ オープンループ

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ2050における
地下水循環型地中採放熱システム工法 Heat-Gw-Power 技術の位置づけ



 エネルギー基本計画（第四次計画） 平成26年4月閣議決定

 『2020年までに新築住宅･建築物について段階的に省エネルギー
基準の適合を義務化する』

出典：http://www.mlit.go.jp/common/000216966.pdf出典：http://www.mlit.go.jp/common/000216966.pdf

低炭素社会に向けた住まいと住まい方の推進に関する工程表（抜粋）

2012年度 2013      2014      2015     2016      2017    2018    2019  2020             
2030年度

• 建築物省エネ法 平成27年7月公布

省エネルギー基準の適合義務化



省エネ法と建築物省エネ法の比較（新築）



省エネ基準の評価法の特徴(1)

・ 一次エネルギー消費量算定プログラムにおける空
調・熱源設備評価の枠組みを踏まえてGSHPに対応

一次エネ

性能曲線

部分負荷率

空気温度 外気温

空気系の
空調熱源

一次エネ

性能曲線

部分負荷率

熱源水温度 地盤の温度

地中熱源
HP

負荷

負荷
※モデル化

して決定

出典： 建築研究所 環境研究グループ 西沢繁毅



出典：http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s204_handan01.html



建築確審査、省エネ適合性及びTRT装置認定のスキーム概要

出展：一定加熱・温水循環方式熱応答試験(TRT)技術書(案)Ver.3.2



TRTデータ

Webプログラム

地中熱交換器タ
イプ確認シート

熱源入力シート

Webプログラム
での計算

省エネ性能確保
計画書

省エネ基準への
適合性判定

設計図書



１．省エネルギー基準の適合化義務化

地中熱交換器タイプ確認シート結果入力



 一次エネルギー消費量に関する基準（BEI）
 設備ごとの効率評価（CEC）から、全設備合算の
一次エネルギー消費量（BEI）による評価に。

 「室用途」毎に基準値を規定
 標準的な使われ方（標準室使用条件）を規定。

 対象設備は変更なし（空気調和設備、機械換気
設備、照明設備、給湯設備、昇降機、エネルギ
ー利用効率化設備）
 これらの一次エネルギー消費量に「その他一次エネ
ルギー消費量」を加えた値で判定を行う。

出展：地中熱利用シンポジウム2016年3月10日宮田 征門



「地中熱ヒートポンプシステムの熱源水温度計算方法」掲載の地中熱利用システムの分類

地中熱利用システムの分類（クローズドループ）



表3.1.1 主な熱交換方式
（2018）



地中熱利用システムの分類





GeoHPAJ

① 地域区分



② オープンループのタイプ分け

③ 地中熱ヒートポンプのJIS定格時の冷暖房能力、消費電力

④ 揚水ポンプの仕様（流量、消費電力）

⑤ 熱源水ポンプ１の仕様（流量、消費電力）（タイプB~F)

⑥ 熱源水ポンプ２の仕様（消費電力）（タイプE,F)
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水-空気ヒートポンプ 水-水ヒートポンプ

第２章 計画提案と設計
省エネルギー基準の適合義務化

2.4.1 ヒートポンプによる分類 (マニュアル本内の表現統一）



月平均揚水温度は、年平均外気温に月別地下水温度補正値より計算される
。

熱源水温度の計算は、月毎・地域区分毎の揚水温度に、井水槽、熱交換器
に関する補正を加えて算出する。揚水温度は、上表に示す地域区分毎の年
平均外気温と月別地下水温度補正値から、計算する。

なお、８地域は、月別の実測データがなく、年平均地下水温と外気温の差
がほぼ ０ のため、すべて ０ とされている。



任意評定ガイドライン

オープンループ型地中熱ヒートポンプシステムにおける回転制御を行
うポンプを含む熱源水ポンプ群の合計消費電力算出方法に関する任
意評定ガイドラインが、本年２月４日に制定されている。

インバーターを使用する場合についても、任意評定システムを利用し
ガイドライン化されている。

今後も、新たな技術が開発されると、任意評定ガイドラインシステム
を利用することも可能である。

地下水循環型地中採放熱システム工法 Heat-Gw-Power 、
未利用熱技術利用による再ｴﾈ熱・未利用熱の利用が増えると
推定されるし、期待され、カーボンニュートラル２０５０（CN２０５
０）を実現するための重要な技術である。

http://www.hyoukakyoukai.or.jp/nini_hyoutei/pdf/202002-2-02-001.pdf



GeoHPAJ

熱交換器による分類(オープンループ)

サンポット

ヒートポンプ直接導入
水質が良い場合のみ適用可

熱交換 プレート式交換器利用
タンク内熱交換器利用 シングル管巻型

シート型
その他

池・流水利用 シート型
その他



利用可能な未利用熱源水

井水･涌き水 ;  既設井戸があれば、即利用可
ただし、地域毎の取水制限条例に
要注意

海水 ; 海水井戸があれば取水制約無く、
即利用可
ただし、海に面した立地に限られる

温泉廃湯 ;   即利用可
工場排水 /中水 ;   即利用可
別途用途水 ； 養殖場、小水力発電 即利用可
下水 ; 浄化槽、下水処理水 即利用可

湖沼水 ; 水利権の取得が必要
河水 ; 水利権の取得が必要



シート状熱交換器熱交換器（G-カーペット）

内陸における魚養殖場用水の冷却/加温のための放熱器

プール加温用
太陽熱収集器としての実績

農業ハウスの植物局所加温用
放熱器としての実績
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G-HEXの具体的設計・設置例
実施例ｰ1

 廃水を熱源としたパッシブ融雪：

学校給食センターでは、約40℃の廃水をバクテリアによる生物処理し、下水に流している。このエアーレーションをしている槽の中に、

G-HEXを20機導入し、不凍液を加熱し、ボイラーを使用せずに、給食センター周囲の道路（約1000m2）の融雪を行っている。

実施例ｰ2

 井戸水を熱源とする冷暖房：

石川県のある工場では、以前は、冷暖房にスポットクーラー、灯油ストーブを利用していたが、SDG’sへの取り組みの一環として、

ビルマル方式の地中熱（オープンループ方式）に変更した。地下水との熱交換には、スケール付着も無く長寿命のG-HEXを用いた。

a) 給食センター外観b) 曝気槽内に設置されたG-HEX  

c) 道路路盤内に設置された融雪設備および融雪状況

a) 設置電機工場の外観

c) 空調用ヒートポンプとG-HEXを使った熱源機器

b) 熱交タンク内に設置されG-HEX  

実施例-1： 廃水を熱源としたパッシブ融雪
実施例ｰ2： 井戸水を熱源とする

アクティブ冷暖房
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今年の4月より、省エネ基準にオープンループ計算仕様書が追記された
。これまでのクローズドループ方式の地中熱システムのみでも、多種の方
式が提案されていたが、このオープンループ方式の地中熱システムの追加
により、更に多種の地中熱システムの方式が選択可能となってきた。

選択のフローチャートが複雑になってしまったとの観点もあるが、実用
性を高めるためには、導入する設備の状況により、適切にフローチャート
のからの選定が可能となり、高いと言われていたコストを含めて、技術的
に説明が可能なシステムを提案できるようになったと言える。

社会情勢的にも、落ち着かない状況であるが、こんな状況であるからこ
そ、キチンと目標を定め、確実に進めて行きたい。

地下水循環型地中採放熱システム工法技術工法 Heat-Gw-Power
、未利用熱技術利用による再ｴﾈ熱・未利用熱の利用が増えると推
定されるし、期待され、カーボンニュートラル２０５０（CN2050)
実現のための重要な技術となる。

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ2050における
地下水循環型地中採放熱システム工法 Heat-Gw-Power 技術の位置づけ



ご清聴ありがとうございました

takasugi@geo-system.jp


